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自動車の平均乗車率の低下が 

燃費改善によるCO2削減を相殺していることを特定 

 

滋賀県立大学環境科学部の白木裕斗講師、長崎大学大学院水産・環境科学総合研究科環

境科学領域の松本健一准教授、重富陽介准教授、E-konzalの榎原友樹代表取締役、小川祐

貴研究員、越智雄輝研究員の研究グループは、自動車の平均乗車人員数、乗車定員を含む

統計を用いて、1990年から2015年までの自家用車利用によって排出された二酸化炭素

（CO2）排出量の変化要因を分析しました。 

 

その結果、平均乗車人員数の低下と乗車定員の増加（自動車の大型化）による平均乗車

率の低下が、2015年のCO2排出量を、1990年比で15％増加させていることがわかりました。

これは、自動車の燃費の改善によるCO2排出量の削減効果（1990年比-18％）と同程度でし

た。 

 

パリ合意で掲げられた2℃目標（全球平均気温の上昇を産業革命以前から2℃未満に抑

えるという気候安定化目標）の達成に向けて、日本では2030年度に2013年度比-26%、2050

年までに-80%という中長期の温室効果ガス排出削減目標を定めています。 

自動車は、運輸部門の排出量の86％、日本全体の排出量の15％を占めており、自動車部

門でのCO2削減策を検討することは急務です。これまでも、運輸部門や自動車部門のCO2排

出量の変化要因を分析する研究は有りましたが、平均乗車率の影響は考慮されていませ

んでした。 

 

そこで、本研究グループでは、1990年から2015年までの自家用車由来のCO2排出量の変

化を、人口動態・行動要因・技術要因の観点から8つの要素に分解しました。その結果、

平均乗車率の変化が、世帯人員数の影響（1990年比+27％）に次ぐ大きさで、CO2排出量を

増加させていることを特定しました。 

加えて、地域別の分析の結果、関東や近畿地方では、他地域よりも早く燃費改善が進ん

でいることが明らかになりました。この結果からは、大気汚染対策を目的とした条例が制



 

定されために、当該地域の周辺で新型自動車への買い替えが促進された可能性が考えら

れます。 

 

以上の結果から、自動車由来のCO2削減を進めるためには、メーカーの技術的な対策だ

けでなく、人々の行動変化による対策も必要であること、また地域独自の施策がより一層

のCO2削減効果をもたらす可能性があることが明らかとなり、今後の自動車部門における

気候変動対策を地域別に進めるうえで重要な知見となることが期待されます。 

 

本研究は日本学術振興会科学研究費助成事業 (No.16H07072,18K11754,18K11800, 

18K18231)および文部科学省統合的気候モデル高度化研究プログラムの支援を受けまし

た。 

本研究成果は、令和元年11月26日（火）にApplied Energy誌に掲載されました。 
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図1.1990年を基準としたときの2015年における地域別自動車CO2排出量の変化率(%)を8つ

の要因に分解したグラフ。要因はそれぞれ、(a)人口の変化、(b)平均世帯人員数の変化、

(c)世帯あたり自動車台数の変化、(d)自動車一台あたり平均輸送人数の変化、(e)輸送人

員一人あたり移動距離の変化、(f)平均乗車率の変化、(g)燃費の変化、(h)燃料のCO2排出

源単位の変化。なお、1990年は京都議定書の第一約束期間(2008年から2012年)の温室効果

ガス排出削減の基準年にあたる。 

 



 

 

図 2.1990 年を基準としたときの 1995 年、2000 年、2005 年、2010 年、2015 年における

地域別自動車 CO2排出量の変化率(%)を 8 つの要因に分解したグラフ。要因はそれぞれ、

(a)人口の変化、(b)平均世帯人員数の変化、(c)世帯あたり自動車台数の変化、(d)自動

車一台あたり平均輸送人数の変化、(e)輸送人員一人あたり移動距離の変化、(f)平均乗

車率の変化、(g)燃費の変化、(h)燃料の CO2排出源単位の変化。日本全体（左図）と地

域別（右図）。 
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